
平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要
（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,040 円 3,348 円

3,130 円 3,433 円

3,130 円 3,546 円

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための
計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する
場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処
理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

0～14ｔまで：2,160円
15ｔを超え30ｔまでの部分：1ｔにつき162円

31ｔを超える部分：1ｔにつき183円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

同上

小値賀町下水道事業経営戦略

小値賀町

農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

法適（全部適用・一部適用）
非適の区分

非適

～計 画 期 間 ：

　2箇所

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　平成16年度に浜津地区を特定環境保全公共下水道へ統合

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度 実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※過去３年度分を記載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

前方地区：平成13年度(供用開始後15年)
柳地区　：平成15年度(供用開始後13年)
浜津地区：平成17年度(供用開始後11年)

処 理 区 数 　3処理区

流域下水道等への
接続の有無

無19.4人/ha



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

　なし

　なし

　なし

　なし

　なし

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

　平成28年度：建設課 生活環境班 下水道担当
　(課長1名、班長1名、下水道係2名、環境衛生係兼務2名)

　今後、改築事業が見込まれるため、技術力の向上を目指し、効率的な事業運営を行
う。

資 産 活 用 の 状 況

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

民 間 活 用 の 状 況

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 イ　指定管理者制度

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　別紙参照

職 員 数



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）
※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

 ・ 持続可能な下水道事業に向けて、下水道施設の適切な維持管理を図り、施設の長寿命化や耐震化を進めな
が
　 ら計画的で効率的な施設更新に取り組む。
 ・ 水質保全や生活環境の改善に関する広報・啓発活動の展開により、下水道接続率の向上を図る。
 ・ 講習会や研修会への参加を積極的に行い、職員の技術及び知識の向上に努める。
 ・ 災害発生時における危機管理体制を強化し、下水道施設の機能維持・早期復旧に努める。

　収支計画における資本的支出の主なものは、建設改良費と地方債償還元金となっています。
　管渠、処理場ともに整備済みとなっています。
　したがって、建設改良費としては、施設の供用開始から15年が経過しており、老朽化対策としてのストックマネジメ
ント計画の策定を見込むものとします。
　地方債償還元金は、平成39年度をピークに減少することから、計画期間内については微増傾向で推移していき
ます。

　
　収支計画における収益的収入の主なものは、料金収入（下水道使用料）、他会計からの繰入金です。資本的収
入では、地方債、他会計からの補助金となっています。
　料金収入（下水道使用料）については、新規加入者による増も見込まれますが、少子高齢化等による人口減少
が勝るため、減少していくことが見込まれます。
　建設改良費の財源として、地方債の発行を予定しています。
　また、過去に発行した地方債の償還金に充当するため、他会計からの繰入金・補助金を予定していますが、利
子を含めた地方債償還金が減少していくため、他会計からの繰入金・補助金についても、減少していく見込みで
す。

　
　動力費、薬品費、修繕費等の維持管理に要する経費については、人口減少に伴う流入水量の減に伴って、減
少していく見込みです。
　これらの経費については、包括的民間委託の導入や計画的な修繕による経費削減を検討していきます。
　職員給与費については、職員の配置でも異なりますが、年間百万円程度を予定しています。一方、常にコスト意
識を持って業務に当り、経費の節減に努めます。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

その他の取組
　国の補助事業の活用や交付税措置の有無など、適切な財源確保に
ついて検討します。

　該当無し。

　使用料の見直し時期や内容については、今後検討していく予定で
す。この際、加入者からの理解を得るよう努めます。

使用料の見直しに関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生
している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等
の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

　国の補助事業の活用や交付税措置の有無など、適切な財源確保に
ついて検討した上で投資計画を策定します。

　PPP/PFIなどの導入については、離島という地域特性や事業の公共
性と効率性を踏まえ、今後の検討課題とします。

　機能診断やライフサイクルコストの比較を行い、投資の平準化を含む
ストックマネジメント計画の策定を行う予定です。

　既に浜津地区を特定環境保全公共下水道事業へ統合しています。
　また、前方地区、柳地区についても、特定環境保全公共下水道事業
への統合を検討していきます。

広域化・共同化・最適化に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また、5年ごとに見直し（ローリング）
を行うことにより、本経営戦略の事後検証及び更新を行います。

職員給与費に関する事項 　常にコスト意識を持って業務に当たります。

動力費に関する事項 　機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努めます。

修繕費に関する事項

　最も古い施設では、供用開始から15年が経過しており、今後は、修
繕費等が増加することが考えられることから、計画的に修繕等を行いま
す。また、老朽化していく施設の長寿命化等を検討・実施していきま
す。

委託費に関する事項
　委託業務内容及び委託期間について検討し、経費の節減、効率化
に努めます。

その他の取組

　供用開始区域内における下水道未接続世帯や商店等に対し、接続
への啓発活動を継続的に行います。また、水洗便所改造資金融資斡
旋及び利子補給制度を継続し、1日でも早い下水道への接続を促しま
す。

　機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努めます。薬品費に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管

理者制度、PPP/PFIなど）

　包括的民間委託等の導入については、離島という地域特性や事業
の公共性と効率性を踏まえ、今後の検討課題とします。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

農業集落排水事業

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 19,937 16,131 15,584 16,040 15,364 14,730 14,158 13,529 12,901 12,155 11,429 10,690

（１） (B) 10,622 7,354 7,330 7,271 7,128 6,985 6,973 6,902 6,831 6,664 6,509 6,355

ア 10,622 7,354 7,330 7,271 7,128 6,985 6,973 6,902 6,831 6,664 6,509 6,355

イ (C)

ウ

（２） 9,315 8,777 8,254 8,769 8,236 7,745 7,185 6,627 6,070 5,491 4,920 4,335

ア 9,315 8,777 8,254 8,769 8,236 7,745 7,185 6,627 6,070 5,491 4,920 4,335

イ

２ (D) 19,937 16,131 15,584 16,040 15,364 14,730 14,158 13,529 12,901 12,155 11,429 10,690

（１） 10,622 7,354 7,330 8,340 8,204 8,067 8,055 7,987 7,919 7,759 7,611 7,463

ア 1,025 1,589 1,512 1,375 1,375 1,375 1,375 1,375 1,375 1,375 1,375 1,375

イ 9,597 5,765 5,818 6,965 6,829 6,692 6,680 6,612 6,544 6,384 6,236 6,088

（２） 9,315 8,777 8,254 7,700 7,160 6,663 6,103 5,542 4,982 4,396 3,818 3,227

ア 9,315 8,777 8,254 7,700 7,160 6,663 6,103 5,542 4,982 4,396 3,818 3,227

イ

３ (E)

1 (F) 31,517 29,694 30,044 30,401 38,564 31,134 31,510 31,893 32,284 32,681 33,289 33,702

（１） 7,800

（２） 31,517 29,694 30,044 30,401 30,764 31,134 31,510 31,893 32,284 32,681 33,289 33,702

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 31,517 29,694 30,044 30,401 38,564 31,134 31,510 31,893 32,284 32,681 33,289 33,702

（１） 7,800

（２） (H) 31,517 29,694 30,044 30,401 30,764 31,134 31,510 31,893 32,284 32,681 33,289 33,702

（３）

（４）

（５）

３ (I)

平成38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成35年度 平成36年度 平成37年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

農業集落排水事業

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

平成38年度平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 10,622 7,354 7,330 7,271 7,128 6,985 6,973 6,902 6,831 6,664 6,509 6,355

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

9,315 8,777 8,254 8,769 8,236 7,745 7,185 6,627 6,070 5,491 4,920 4,335

9,315 8,777 8,254 7,700 7,160 6,663 6,103 5,542 4,982 4,396 3,818 3,227

1,069 1,076 1,082 1,082 1,085 1,088 1,095 1,102 1,108

31,517 29,694 30,044 30,401 30,764 31,134 31,510 31,893 32,284 32,681 33,289 33,702

31,517 29,694 30,044 30,401 30,764 31,134 31,510 31,893 32,284 32,681 33,289 33,702
40,832 38,471 38,298 39,170 39,000 38,879 38,695 38,520 38,354 38,172 38,209 38,037

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 39 35

赤 字 比 率 （ ×100 ）

29 27 26 24

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

34 35 33 32 31 30

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

平成37年度 平成38年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

平成34年度 平成35年度 平成36年度


